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はじめに 
 
近年の中国において盛んなのは、セーフティー・ネット（中国名「安全網」）に関する議
論である。1978 年に開始された改革政策は、中国の都市社会に係わる社会変動を引き起こ
した。これは、1950 年代の社会主義型都市建設の時期に匹敵する。その経過は、1949 年に
中華人民共和国が建国されたことからはじまる。そして、建国以来の約 30 年にわたって国
営企業を中心とするシステムが培われた。しかし、このシステムは、80 年代に実施された
国有企業改革の過程で徐々に解体された。具体的には、国有企業が従業員の生活全般につ
いて面倒をみるといった所謂「単位（国営企業）」型保障が解体された。 
国有企業による福祉に関しては、原則として「社会全体で担う」という指針に基づくこ
とによって、従来の国有企業に課された過重な負担の軽減が試みられた。そのために、労
働部は「企業における経済的人員を削減する規定」を公布し、1995 年 1 月 1 日に施行した。
この規定では、人員削減の条件は、「使用者が破産に直面し、法定更生期間に入ったことを
裁判所に宣告され、或いは経営上に困難が生じ、その地方政府が定める基準に達し、人員
削減が必要するとき、人員を削減することができる」とされる。この規定に基づいて削減
された人員は失業者になる。新たな規定に基づく人員削減は、個人の問題に加えて、企業
の経営状況によって人員削減が可能となったところに特徴がある。つまり、国有企業の労
働者は、以前よりも失業者になる可能性が高くなった。 
また、90 年代に入ると、国有企業改革に伴う合理化の受け皿として、各種社会保険の整
備、企業の経営する学校、病院の地方政府への移管等を通じて、企業と社会との分離をめ
ざした「社会福祉の脱企業化」が推進された。しかし、「単位」に代わる社会保障制度自体
はいまだ形成途上にある。それ故に、合理化の実施によって、これまで企業に抱えられて
いた余剰人員が社会へと押し出される。このとき重要な問題は、従来「単位」が果たした
社会保障機能に関して、企業に代わって誰が分担するのかについてである。 計画経済期に
おける都市部の社会保障は、国有企業等の所謂「単位」が中核を担った。当時の社会保障
では、従業員とその家族の生活は職場である「単位」が面倒を見ることが前提とされた。
このため、社会救済の対象とされたのは、法定扶養者のいないもの、労働能力のないもの、
収入源のない孤児・老人・障害者・幼児等，所謂「三無」と呼ばれる範疇に入る人々に限
定された。 
上述した社会保障の救済対象について、歴史の視角からもあわせてみる。 
まず、50 年代初頭における都市部の貧困問題は、政府にとっても緊急に解決されなくて
はならない課題であった。日中戦争、国共内戦と続いた混乱の結果、当時の都市社会は、
戦火を避け農村から都市へと避難してきた人々をはじめとして、政府がなにがしかの救済
を実施しなくてはならない人々で満ち溢れていた。社会主義建設が開始された 1952 年の時
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点でも、全国 152 都市中、長期的社会救済の対象者は通常約 120 万人、冬季には 150 万人
にのぼった。都市によっては、都市人口の 40％にも上る人々が社会救済の対象になった。
しかし、1953 年に始まった第１次 5 カ年計画において、急速な工業化路線が遂行された。
これによって、都市部において膨大な労働需要が発生したので、生産年齢人口の大半が、
国有企業を主としたさまざまな「単位」へと吸収された。 
次に、社会救済の対象は、「三無」のような理由から「単位」型社会に入ることの出来な
かった人々に限定された。同様にうたわれたのが，労働による自助努力である。具体的に
は、定義上の救済対象であったとしても、公共事業での雇用（「以工代賑」）やサービス部
門に多く見られた集団企業への組織化、障害者専門工場（「福利工廠」）の設立等の措置が
講じられた。結果として、社会主義建設の枠組みにおいて、労働者として吸収された。こ
れらの施策によって、都市の貧困問題が浮上しにくい構造が確立された。こうした都市部
における完全雇用型社会を可能にしたのが、厳格な戸籍制度に基づく農村から都市への移
動禁止や、下放政策のような政治的動員による農村への移住等のように、強大な政治行政
権力による都市部の過剰労働力の緩和策である。もちろん、労働市場における平均主義的
分配といった中国型計画経済体制自体が、都市貧困層の再生産を未然に防ぐメカニズムを
もっていたことは言うまでもない。 
その後、急速な工業化をもってしても増大する都市内部の新規労働力を吸収できず、過
剰労働力が強く意識される事態に直面した。50 年代後半に始まる「上山下郷運動」では、
69 年から 79 年の間に総計約 1500 万人の青年が農村支援の名目で農村に送られたことは広
く知られている。改革開放政策が始まり、それまで農村に送られた所謂「下放」青年が都
市に戻ってきた時期である 79 年から 81 年の３年間に「下放」と新卒者を合わせた都市部
での新規雇用数は 2622 万人に達した。この数は、年平均で 874 万人にのぼる。前年のそれ
が 329 万人であったことを考慮するならば、それまでの 2 倍を超える数が、この３年の間
に都市部で発生したことを意味する。しかし，この時の雇用圧力も，50 年代同様，国有部
門が抱え込むことで解決された。このことが、80 年代以降、国営企業を一貫して悩まし続
けた過剰雇用の一つの大きな要因となった。 
 
Ⅰ．都市部における救済制度改革の背景 
 
これまでの中国の貧困問題は、農村部の問題と認識されていた。だが、近年では、都市
部でも貧困問題が発生し、その深刻さは、農村部以上ともいわれる。比較的早い時期から
重視された農村の貧困問題は、貧困脱出に向けた援助も大規模に展開された。その成果と
して、絶対的貧困者の数は減りつつある1。他方で、都市の絶対的貧困者および相対的貧困
                                                  
1 絶対的貧困は社会構成員の基本的生活が満たされない状況を指す。その主な原因は生産力の極度な貧弱
及びそれがもたらした発展機会の極端な不足にあり、また経済資源分配システムの不合理と不健全さにも
ある。 
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者はともに増加傾向にある2。特に 1990 年以降において、都市部で急増した貧困者の数は
3000 万人を超えた。 
こうした都市の貧困問題を重視した政府は、1993 年から都市住民の最低生活ライン制度
を創設した。それから、この制度は、1999 年に新たに公布された都市住民の最低生活保障
条例の実施につながった。この制度が創設された最大の要因は、国有企業改革から派生し
た失業問題である。 
当時の状況は、以下のように整理できる。まず、都市部における貧困者は、主として、
一時帰休者（下崗職工＝潜在失業者）、経営不振企業の従業員（給料不払いや基本給のみ支
払われるなど問題がある）によって構成された。実行された社会救済制度で主に対象とさ
れたのは、「三無人口」（定職、定期収入、扶養親族のない者）である。しかも、その限ら
れた財源によって、対象者が限定された。 
このような状況のもとで、生活困難者に給付を行う最低生活保障制度は 1993 年頃より一
部地域で導入が進められた。1997 年以降は、全国規模で整備が進められた。それから、各
地の最低生活保障制度をできる限り統一的に運営するために、1999 年に公布された「都市
住民最低生活保障条例」が全国に適用された。地方政府の予算でまかなうことが原則とさ
れているが、中央政府からも財政資金が投入されている。2010 年年末の受給者は 2000 年
の 5.6 倍におよぶ 2233 万人である。受給者数の増加傾向からは、失業者が増えている一方
であまり他のところに吸収されていないことが見出せる。また、レイオフ者（下崗職工）
の生活救済を行うのはもとの職場であるとみなされた。そのため、一度職を持った失業者
は社会救済の対象になりにくい。したがって、再就職できない「下崗職工」は元の職場か
ら見放され、且つ、社会救済対象になりにくいという事情から、困窮した生活を余儀なく
される3。 
国家統計局の統計によると、1995 年頃の全国の都市の貧困人口は、1500 万人に達した。
主な原因は、失業職工の増加による生活の困難である。若干の例をあげよう。赤字国有企
業の操業停止が蔓延した東北三省では、破産企業が増加しつつある。これによって、多数
の従業員が実質的に失業状態に入るとともに生活困難に陥った。地域によっては、賃金支
給停止、減額状態にある従業員（定年退職を含む）が従業員総数の 18-20％に達した。東北
三省だけでも、賃金支給の停止または減額状態にある従業員は 354 万人にのぼり、従業員
とその家族を含む生活困難世帯人口は 883 万人にもなった4。国有企業の改革とともに、新
たに発生した貧困人口とは対照的な社会の新富階層が形成された。これが示唆するのは、
改革開放政策の進展によって、国民の間で貧富の格差が拡大するという深刻な社会問題で
ある。民間の調査によれば、20％の高収入層が全収入の半分を占めるだけでなく、貯蓄残
                                                  
2相対的貧困は通常、社会構成成員の基本的生活欲求の満足程度及び発展機会が社会平等値の半分を下回る
状況を意味する。また、増加傾向については、「海外労働時報」1998 年 1 月号を参照。 
3 中国統計局の調査によれば、こうした失業者世帯１人あたりの月収は、わずか 298 元である。 
4 中国研究所編、1997 年、160 頁 
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高の 75％以上を保有する。これに対して、20％の低収入層は全収入の 5％と貯蓄残高の 4％
以下しか保有しない5。国家統計局が行った 10 万世代の住民調査に基づいて 20％の高収入
世帯と 20％低収入世帯の 1 人あたりの収入を比べると、その格差は 13 倍にもなる6。上述
のことを含めた近年の貧困問題では、2 つの要因が原因として議論される。 
第 1 の要因は、国有企業改革の進展に伴って出現した失業者ならびに一時帰休者（「下崗
人員」）である。この層が大量に出現したことで顕在化したのが、これらの労働者の生活水
準という問題である。すなわち、都市部の貧困問題は、従来の「三無」に象徴される特殊
階層の問題ではなく、むしろ、都市住民全体が潜在的に抱える問題として認識された。 
第 2 の要因は、貧困を背景とした社会問題である。治安や失業等の都市住民の間で関心
が高い問題は、いずれも貧困と密接に係わる。また、農民工によって都市内部に独自の生
活空間が作り出されることは、途上国にみられる固定的かつ特有の「貧困文化」を持つ階
層としての貧困層の誕生を意味する。新たに発生した都市部の貧困層に対応するために、
1999 年 9 月 28 日、当時の朱首相は「都市住民最低生活保障条例」に署名し、都市住民の
最低生活保障制度を設立した。 
 
Ⅱ．都市住民最低生活保障制度 
 
都市住民を対象とした最低生活保障制度は、都市部の貧困者に対して、地元の最低生活
保障基準に基づいて救済するという新しい社会救済制度である。この制度では、従来の社
会救済制度が大きく改革された。 
 
Ⅱ-１．対象者の範囲 
 
都市住民最低生活保障制度における対象者の範囲は、全国すべての都市及び県政府所在
地の鎮である。こうした都市、鎮に住んでいる非農業戸籍を持つ都市住民は共同生活をす
る家庭の成員の一人当たり収入が当該地域の都市住民の最低生活保障基準を下回る場合、
すべての住民が当該地域の人民政府から基本生活部品の援助を得る権利を有する7。具体的
に保障される対象は、以下の 3 種類に区分される。第 1 の対象は、収入、労働力、法定扶
養者のない、従来の「三無人口」である。第 2 の対象は、失業救済金の受給期間、あるい
は失業救済期限が切れた後も再就職ができず、1 人当たりの収入が最低生活基準以下の住民
である。第 3 の対象は、在職者、一時帰休者、定年退職者らの賃金または年金をもらって
も、1 人当たりの収入が依然として最低生活保障基準以下の住民である。 
                                                  
5 「中国社会報」1999 年 5 月 18 日 
6 王文亮、2001 年、174 頁 
7 ここでいう収入とは、共同生活する家族の賃金収入と実物収入とを合計したものである。ここには、法
定扶養者に給付すべき扶養費が含まれる。ただし、優遇葬送対象者が国の規定に基づいて受け取る葬送費
と補助金とは含まれない。 
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Ⅱ-２．制度の実施状況――上海における試行 
 
1990 年代に実施された経済体制の改革によって、国有企業の多くが苦境に陥ったり、破
産あるいは吸収併合されたりした。つまり、多くの企業では従業員の生活を保障する力が
低下している。こうした状況の下で、都市住民の最低生活保障制度は実施された。この制
度がスタートしたのは 1993 年だが、最初は上海で試行された。 
国有企業改革の本格化に際して、1991 年に開催された第 10 次全国民政会議での席上に
おいて、従来型の社会救済を最低生活保障制度として再編することが宣言された。この宣
言の背景には、江沢民、朱鎔基ら中央指導者の前任地で、かつ国有企業改革のモデル地域
として当時期待が高まっていた上海での実験とその成功があった。最低生活保障という考
え方は、特定の対象者のみを救済する従来型の制限的扶助主義を転換し、一定の所得水準
以下の者をあまねく対象とするといった意味で一般扶助主義に基づいた発想である。1993
年４月、上海市は最低生活保障という概念を中国に初めて導入し、同年 6 月から実施する
ことを宣言した。 
給付水準は、一般市民は 1 人当たり 120 元、労働者に関しては 1 人当たり 210 元が最低
生活保障線とされた。収入がそれ以下ならば、受給申請が可能になる。支給額は物価上昇
率を踏まえて毎年 1 回改定される。このような一般扶助主義に基づく制度が導入された要
因として 2 つ指摘できる。第 1 の要因は、国有企業改革のモデル地域が上海市だからであ
る。このため、上海市では、国有企業改革の遂行において不可避とされる失業者および一
時帰休者の生活問題に対処する必要性が強く認識されていた。第 2 の要因は、顕在化した
社会問題への対応が迫られたという事情である。問題とは、年率 20%にもおよぶインフレ
ーションによる低所得者層を中心とした生活の困窮である。93 年時点では、最低生活保障
制度の普及、運営主体としては就業先のない市民については従来どおり民政部門であった。
ただし、就業者については職場で、仮に職場が経営不振等で保障できない場合は、産業別
の主管部門が保障するものとされた。その主管部門が保障できないケースのみ民政部門が
責任をもつといった発想は、基本的にはこれまでの「単位」型の社会保障に立脚するもの
である。ところが、食糧価格が全面的に自由化された 93 年は、食糧価格の高騰は一般物価
水準をはるかに凌ぎ、消費支出に占める食糧費割合の高い低所得家庭を直撃した。この状
況に直面した上海政府は、94 年 5 月から生活保護対象者および生活が困窮している老人家
庭に対して食糧切符を発給し、一人当たり毎月米 10 キログラム、食用油 500 グラム、白砂
糖 500 グラムを支給することを決定した。最低生活保障制度に拠って食糧価格の高騰に対
処するために、現物支給のための施設として、各区・街道に配給所が整備された。 
その一方で、さまざまな理由から生活保護を申請しない困窮者の存在が判明した。調査
によって明らかになったのは、末端の社会福祉機構の未整備や申請に対する社会偏見から、
低所得でありながら救済を受けていない層がひろく存在していることである。この状況に
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対応するために、95 年 7 月には「貧困戸」（1 人当たり平均月収 185 元、96 年基準）とし
て最低生活保障制度の対象者となっていた 7500 人に加えて、「低収入戸」（一人当たり平均
月収 250 元）とされた人々に対しても、給付要件を緩和した「食糧カード（補助糧油供応）」
が発給された。その結果、当時 50 万人とされた低所得者のほとんどが受給対象となり、従
来の社会救済の対象から大幅に拡充された。これが意味するのは、制度の転換である。さ
らに、上海での実験によって得られた成果は、96 年 11 月に「上海市社会救助辨法」（97 年
１月１日実施）として法制化された。これが、全国レベルでの最低生活保障制度建設を求
めた同年９月の国務院通達のモデルとなった。 
上海での試みが全国のモデルとされたのは、以下の 2 つの理由からである。 
第 1 の理由は、市から行政の末端に至るまで給付のための制度化に成功したからである。
あわせて、最低生活保障制度の整備によって、街道・居民委員会を始めとする既存の基層
組織の機能の強化・活性化に成功した点も理由に含まれる。 
第 2 の理由は、従来分散していた関係部門の横断組織に替わって、市レベルでは社会保
障工作協調小組、区・ 県レベルでは社会保障委員会が設立され、その下に社会救済、社会
保険、再就職、コミュニティケアを総合的に運用する仕組みが確立されたからである。特
に、ソーシャルワーカー（「社会救助協理員」）を各居民委員会に置くことで、住民ニーズ
を細かく汲み上げる体制の構築に成功した。つまり、従来の「単位」という個別的・分散
的保障のあり方が転換されるだけでなく、最低生活保障制度の普及という緊急課題の解決
を突破口として、行政系統を軸に再編成してゆくといった手法が高く評価された。これら
の手法は、今後の社会保障整備のための糸口と作業手続きを示唆する。それ故に、上海モ
デルは、全国レベルのモデルとして注目された。 
1994 年 5 月に開かれた第 10 回全国民政部会議において、上海の経験に依拠した民生部
は、「都市の社会救済対象者に対して、地元の最低生活保障基準に基づいて救済を行う」と
いう改革目標を打ち出した。その上で、東部沿海地域で試験的に施行することが決定され
た。この決定によって、1995 年上半期までに、上海市を含めた青島市・大連市・福州市・
広州市等の都市においても、市民住民を対象とした最低生活保障制度が成立された。要す
るに、1994 年以降の民生部は、いくつかの都市で最低生活保障のガイドライン制度を試行
した。その結果、この制度を確立した都市は、12 ヶ所に増加した。 
 
Ⅱ-３．制度の概要 
 
1999 年 9 月 28 日に発行した「都市住民最低生活保障条例」の目的は、失業者の増加に
由来する都市住民内の貧困者の増大に対処することである。当時の定義に即していえば、
都市住民最低生活保障制度とは、政府が、都市部の貧困者に対して、地元の最低生活保障
基準に基づいて差額救済を行う新しい社会救済制度である。この制度は、従来の社会救済
制度を大きく改革したものである。それに加えて、中国独自の社会保障システムの重要な
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一環として確立された。 
 
Ⅱ-３-１．保障基準の算出 
 
この制度について考察するためには、制度の算出標準からみなければならない。都市住民
の最低生活保障基準は、当該年住民の基本生活維持において必要とされる衣食住の費用の
他に、水道、電気、石炭（ガス）などの料金及び未成年者の義務教育費等を考慮して定め
られる。直轄市・区等の市の都市住民最低生活保障基準は、市ないし人民政府の民政部門
が財政、統計、物価等の部門と共同で定める。その上で、報告先の人民政府に承認を得て
から、公布し執行する。同様に、県の都市住民の最低生活保障基準は、県人民政府の民政
部門が財政、統計、物価等の部門と共同で制定してから、当該地の人民政府に報告して承
認を得る。それから、上位の人民政府へと報告され、記録に載せた後に公布し執行される。
よって、この標準の制定に関しては、市級人民政府が中心的な役割を担うために、所在地
によって標準を制定する機関が異なる。それ故に、条例によって保障される生活水準は、
地域ごとの差異がある。 
 
Ⅱ-３-２．保障金の給付 
 
最低生活保障金の給付は、以下のように定められる。 
第 1 に、県人民政府の民政部門は、審査を経てから都市住民の最低生活保障待遇の受給
条件に該当する家庭に対して、状況に応じた水準の給付を認定する。労働能力のなさに加
えて法定扶養者もいない都市住民に対しては、その都市の最低生活保障基準に基づいて全
額給付が認定される。 
第 2 に、ある程度の収入を有する都市住民に対しては、一人当たりの世帯収入がその都
市の最低生活保障基準を下回る分の差額が給付される。この点に関して、県級人民政府の
民政部門には、審査の結果支給に該当しないとした住民に対して、書面での通知と理由を
説明する義務が発生する。管理・審査認定機関は、申請を受理した日から 30 日内に審査認
定の手続きを済ませなければならない。都市住民に対する最低生活保障の方式は、管理・
審査認定機関を通じた現金給付である。但し、必要な時には、実物給付もできる。 
 
Ⅱ-３-３．保障の管理体制 
 
都市住民最低生活保障の管理体制は、地方各級政府の責任において実施される。具体的
には、県級以上の地方人民政府の民政部門が、当該行政区域内の住民最低生活保障の管理
にあたる。都市住民最低生活保障の資金を確保するのは、財務部門である。統計・物価・
監査・労働保障および人事等の各部門は、仕事を分担するとともに各自が責任を負う。ま
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た、各自の責任とされる範囲内で、都市住民の最低生活保障とその関連の仕事とに係わる。
県級人民政府の民政部門及び町内事務所と鎮人民政府の福祉事務所は、都市住民の最低生
活保障の具体的な管理、審査認定に係わる。このシステムは、「各級政府責任制」と呼ばれ
る。そして、住民委員会は、管理・監査認定機関の委託に基づいて、都市住民の最低生活
保障の日常的管理とサービスとを担当することができる。他には、国務院の民政部門が全
国都市住民の最低生活保障の管理を担当する。 
 
Ⅱ-３-４．財源の確保 
 
都市住民を対象とする最低生活保障の必要な資金は、各地方政府によって財政予算が組
まれる。この予算は、社会救済の専用資金支出項目に組み入れられ、単独で管理・使用さ
れる。かつての最低生活保障資金では、政府財政と保証対象の勤め先とが共同で費用を負
担していた。その後、すべて政府財政で負担するよう変更された。 
 
Ⅱ-３-５．申請と認定審査 
 
都市住民が最低生活保障待遇を申請する際は、世帯主が「都市住民最低生活保障待遇審
査認定書」に記入して、戸籍所在地の町内事務所或いは鎮人民政府に申請書と関連証明書
とを提出する。都市住民の最低生活保障待遇は所在地の町内事務所或いは鎮人民政府が第
一回審査を行った上で、関連資料と第一回審査の意見を県級人民政府の民政部門に報告し
審査と認定を得る。管理・審査認定機関は、都市住民の最低生活保障待遇を審査認定する
ために、家庭調査、近所訪問及び手紙による証明取得などの方式を通じて、申請者の家庭
経済状況と実際生活水準に対して調査確認を行うことができる。申請者及び関係部門、組
織或いは個人は調査に協力し情報を提供しなければならない。 
 
Ⅱ-３-６．罰則 
 
都市住民最低生活保障に係わる規定に違反した罰則には、職員を対象とするものと、住
民を対象にしたものとの 2 つがある。職員が違反した場合、行政処分もしくは法律に基づ
く刑事処分が科される8。これに対して、住民が違反した場合は、現金および物資の返却ま
たは受給金額の 1 倍から 3 倍までの金額が科される9。 
                                                  
8 職員が規定違反に問われる行為には、①最低生活保障の支給条件に該当する世帯に対して、支給を認定
する書き込みを拒否したり、支給条件に該当しない世帯を支給認定する意見を故意に書き込んだ場合と、
②職責に係わらず不正行為を行ったり、資金ならびに物資の着服・流用・差し押さえ・給付の遅延等があ
る。 
9 住民側の行為で問題となるのは、虚偽申告や隠避、捏造等の手段で最低生活補償費を騙し取る場合や、
収入の改善に対して規定どおりの管理・審査機関に報告せずに受給を継続した場合等である。 
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Ⅲ 最低生活保障制度の整備状況 
 
制度の整備状況に関しては、1998 年末までに、全国 581 都市（内訳：直轄市 100％、地
級市 90％、県級市 85％、県政府所在鎮 95％）で制度化された。また、184 万人にのぼる
救済対象のうち「三無」とされる従来の救済層の比率は 26％で、残り 74％は失業者、一時
帰休者といった最低生活保障制度によって新たに救済対象とされた人々へ支給されるよう
になり、一般扶助主義を目指した制度改革の理念は、ある程度実現された10。翌 1999 年９
月には，97 年通達で目標とされた全国 668 都市、1638 県政府所在地すべてにおける制度
化の達成が宣言された。また、都市部での整備完了宣言に合わせるかのように、同年９月、
国務院は「城市居民最低生活保障条例」を発令し、本条例中、都市の非農業戸にあって収
入が最低生活保障水準以下である者はすべて請求権を持つことが明文化された。一方で、
施行されて間もない最低生活保障制度をめぐり、前回の調査結果、1999 年末の時点で、以
下の 3 つの問題が指摘された。 
第 1 の問題は、現在の都市貧困層の大半が失業者、一時帰休者といった層であるにも係
わらず、実際に最低生活保障制度による救済対象となっているのは 1500 万人前後いるとさ
れる都市貧困層の一部（1999 年に中国都市部のセーフティー・ネットをめぐって「城市居
民最低生活保障制度」に係わる人数は 10 月時点で 225 万人）に過ぎない。 
第 2 の問題は、下崗職工生活保障制度または失業保険の支給においては所属単位を通じ
て交わされているケースが多いことじから、財政、保険基金からの支払いを差額で給付で
方式で実施される。この場合、崗職工生活保障制度および失業保険の支給に関しては、所
属単位を通じて交わされているケースが多く、財政、保険基金からの支払いも差額給付で
あるため、赤字企業にあっては給付金の転等による未払い問題が頻発し、制度は存在する
ものの実際には機能していない事例が不況地域，不況業種を中心に広く見られる。 
第 3 の問題は、財政移転制度が未整備のままでは、地方財政の負担となる場合である。
この問題に関しては、労働能力のあるものを一律に対象外とするので、実質的に「三無」
とされる従来の救済対象者以外への認定をできる限り避ける傾向がある。 
 
Ⅳ 失業者の最低生活保障をめぐる問題 
Ⅳ-１．都市部における新たな貧困者の発生 
 
中国にとって、都市部の貧困は比較的新しい問題である。1980 年代における都市貧困の
発生率はわずか 1%程度と極めて低かった。しかし、90 年代半ば以降，国有企業改革の加
速に伴い、多くの都市住民が失職したり、または一時帰休者になったりした。労働統計年
                                                  
10 「中国の社会保障状況」2000 年、朱思琳 
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鑑によれば、1995 年の一時帰休者数は 564 万人だったが、98 年には 1734 万人に増え、
ピークに達した。その後の数年間も 1500 万人前後で推移した。 
こうしたマクロ政策の調整によって、収入が貧困ラインを下回る都市住民が激増した。
世界銀行の方法に基づいて国家統計局が推計した都市住民の貧困規模は、1995 年、2000 年
の各年にそれぞれ 1909 万人、1050 万人であり，対都市民の比率は 6.7%，3.3%であった。
また、農村貧困と同じように，都市貧困も主として中西部地域に集中している(2000 年に
全体の 74%。なお，中西部の総人口は全国の 53%)。しかし、これは都市部に流入し、実質
的に都市部に定住している民工およびその家族が含まれない場合の推計であり、都市貧困
の実態を過小評価したものである。中国社会科学院と海外の研究者が行った共同研究の結
果によれば、1999 年に都市民の貧困発生率は 6.7%であった。これは国家統計局の推計値
の倍に相当する。もし、民工世帯も都市住民に含めれば，貧困発生率が 7.4%に上昇する。 
都市部の貧困が近年認識された問題ということもあり、農村貧困の撲滅運動とは異なる
形で対策が打ち出された。具体的には、1990 年代後半，中国政府は国有企業改革の深化に
あわせて、都市住民を対象とした年金・医療・失業・労災等の保障制度が整備された。ま
た、最低生存水準を下回った貧困層に対して生活保障金を給付する制度も制定された。こ
れらによって、市場経済体制の変化への対応を目的とするセーフティー・ネットが構築さ
れた。2004 年に 2250 万人の都市住民(全体の約 7%)が最低生活保障を受け、月額 62 元が
給付された(民政部資料)。 
ここまでをまとめると、都市住民の最低生活保障制度とは、政府が都市部の貧困者に対
して、地元の最低生活保障基準に基づいて差額救済を行う新社会救済制度である。それは
従来の社会救済制度を大きく改革したものであり、実施された中国式社会保障システムの
改革にとって重要な一環である。都市住民最低生活保障で補償の対象とされた範囲は、全
国すべての都市及び県政府所在地の鎮に加えて、都市・鎮に住んでいる非農業戸籍を持つ
都市住民である。制度が確立される過程に関しては、生活困難者に給付が行なわれる最低
生活保障制度では、1993 年頃より一部地域で導入が進められ、1997 年以降、全国規模で
整備が進められた。また、各地の最低生活保障制度をできる限り統一的に運営するため、
1999 年に「都市住民最低生活保障条例」が公布され、全国に適用された。地方政府の予算
でまかなうことが原則とされているが、中央政府からも財政資金が投入されている。2006 
年末の受給者は 2,233 万人で、2000 年の 5.6 倍に達しているが、最近は、制度が全国をカ
バーするようになった。 
 
Ⅳ-２．社会保障制度改革と最低生活保障制度 
 
国有企業の改革において避けられないのが、大量の失業者や一時帰休者の発生である。
こうした潜在的な貧困層に対しては、保障の最後の段階を意味し、文字どおりライフネッ
トである最低生活保障制度に至るまでの前段階として、２段階の保障が用意される。これ
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らに該当するのは、下崗職工生活保障制度、失業保険制度、そして最終段階としての最低
生活保障制度という３つの保障制度であり、３つの保障線（「三条保障線」）と呼ばれる。
なお、受給対象者数は、下記の表 1 のように推移した。 
一時帰休者が最初に享受できる保障は、所属企業内に開設された職業訓練センターであ
る。これは、再就職に関する契約を結ぶことによって初めて受給資格が発生する下崗職工
生活保障制度にもとづく保障である。この制度に係わる 3 年間は、基本生活費として基準
最低賃金の 70～80％（失業保険給付金の 100～120％）が支給される。それだけでなく、
各種社会保険や住宅等についても在職時と同じ待遇を受けられる。また、それにかかる費
用は、赤字企業については、企業、政府、社会（失業基金からの拠出）それぞれが３分の
１ずつ負担することになっている。この制度の意図は、社会保険制度が制度的に未整備な
状況の下で、失業者が孕むリスクを 3 者で均等に分担しようとするところにある。この点
で、企業に全面的に負担させていた従来型の保障のあり方を転換し、社会全体で保障しよ
うとしたものである。３年の間に新たに職を見つけられなかったものは、契約終了７日以
内に失業保険機構に行き手続きをすることで、最長２年間、下崗職工基本生活費よりは低
く、最低生活保護費よりは高いレベルで設定された失業給付金を受けることができる. 
このように、下崗職工生活保障制度から失業保険制度を経て、最低生活保障申請に至る
までには最長５年の猶予がある。ところが、この過程で大きな問題が発生した。具体的に
は、国有企業の一時帰休が本格化した 97年以降に下崗職工生活保障制度を享受した人々が、
今後続々と失業保険の救済対象となることに起因する。それにも係わらず、受け皿となる
失業保険は 98 年当時で失業者数の 30％以下の 150 万人程度の水準でしか支給出来ていな
い。当時の失業保険基金の規模では、大量の失業者が予想される近い将来、保険制度自体
の破綻は避けられない。膨大な数の一時帰休者が貧困化しないためにも、失業保険制度も
しくは次の段階である最低生活保障制度の急速な整備、拡充等の何がしかの対応が求めら
れた。 
 
表１最低生活受給者の構成  単位：（万人、％） 
 現役就業
者 
一時帰休
者 
失業者 定年退職
者 
左記人員
の家族等 
三無人員 
2002 年 186.8 554.5 358.3 90.1 783.1 91.9 
2003 年 179.3 518.4 409.1 90.7 949.4 99.9 
2004 年 141.1 468.9 423.1 73.1 1,003.5 95.4 
2005 年 112.5 432.1 401.1 60.2 1,131.1 95.7 
2006 年 130.2 440.1 410.5 70.3 1200.0 96.4 
出所：筆者が中央大学朱敏氏の調査により、作成した。 
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また、中国は地区によって発展水準の格差が非常に大きい。統計によると、各省のジニ
係数は概ね 0.4 以下で、全国水準より低い。外国の学者の研究によれば、全国のジニ係数が
上昇した要因の 30%-50%は地区格差の拡大に起因する。したがって、所得格差を縮小する
という角度から見れば、地区格差の縮小は重要な目標である。しかし、地区間にみられる
格差の原因は、体制や企業家の性質の格差等によることを認識する必要がある。相対的に
遅れている地区は、基本的に体制改革の最も遅れている地区、企業家が起業するための制
度環境が最も劣悪な地区、国有経済がまだ主導地位にある地区、のいずれかもしくは複数
に該当する。 
エール大学の陳志武教授は、多くの国の実証研究から、中央政府による財政移転策は地
区格差を解決できず、むしろ、政府支出比例が高い国ほど、地区格差の大きい国であるこ
とを提示する。理論的には、民間企業の成長による所得格差の拡大は、国有企業の発展に
よって縮小するとも考えられる。しかし、31 省・市・自治区のデータを分析したところ、
平均的には、都市部の就業者の中で、国有企業に就業した労働者の比率が高いほど、当該
地区のジニ係数が高いことが見出された。つまり、国有企業を発展させる方法では所得分
配問題は解決できない。都市部における大量のレイオフ者の存在は、国有企業の効率の悪
さによってもたらされた結果である。いかなる国でも、政府は一定の財政移転で所得格差
の縮小を図る。しかし、政府によるこのような措置は、適切かつ丹念に計画されたもので
なければならない。なぜならば、政府支出の割合を拡大しても、所得格差の縮小に寄与す
るとは限らないからである。 
 
Ⅳ-３．都市住民最低生活保障制度の問題点 
 
 都市住民最低生活保障制度は、救済基準の統一・救済対象の範囲拡大・救済標準の引き
上げ・救済手続きの規範化等の側面がある。この点からいえば、都市住民最低生活保障制
度は、中国の社会救済が規範化と法制化との道を歩み始める際に、公的扶助制度として整
備されつつあるものとして評価されるべきである。だが、この制度には解決すべき問題が
まだ存在している。大別すれば、未完成の保障ネット・受給者数の少なさ・連帯保障制度
の欠如・今後への課題である。以下では、各問題について吟味する。 
第 1 の問題は、未完成の保障ネットである。 
生活困難な状態にある都市失業者は、実施されつつも整備途上にある失業保険や年金保
険、医療保険や一時帰休者の基本生活保障、都市住民の最低生活保障等といった社会保険
制度と密接な関係を持つ。よって、これらの制度が互いに連携しなければ、貧困者の基本
的な生活を変化させることは困難である。それ故に、最低生活保障制度の運営に当たって
は、他の関連保障制度との連携を十分に考量しなければならない。 
中国の社会保障制度は、主として社会福祉・社会保険・社会救済・恩給優遇という 4 つ
から構成される。恩給優遇は別にして、社会福祉の目的は生活水準の向上、社会保障の目
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的は基本的な生活の保障、社会救済の目的は最低限の生活の保障である。これらのうち、
社会救済は失業者等の生活困窮者への最後の救い手である。仮に、社会救済より上位に位
置する社会福祉と社会保険とが不健全な状態ならば、社会救済にはより多くの負担を課せ
られる。その結果、制度が維持できない懸念がある。したがって、企業は労働法で定めら
れた最低賃金規定を遵守した上で、従業員を各種社会保険に加入させなければならない。
なぜならば、これらのことが実施されることが、企業から発生する貧困者の数を抑制する
ことにつながるからである。ただし、これらの制度が機能するためには、保険料の不正な
使用や流用を防ぐ必要がある。このため、これらの制度が厳正に運用されることが、失業
者をはじめとした都市部の貧困者の生活水準を改善する際の鍵を握る。 
第 2 の問題は、受給者数の少なさである。 
従来実施された社会救済の対象者は、「三無人員」に限定された。このため、1992 年に国
から定期的・定量的に救済を受ける貧困世帯の人数はわずか 19 万人である。これは、都市
人口の 0.06%に相当する11。受給者が少ない要因は、あまりにも多くの制約条件が課された
ために、本来は救済のはずの多くの住民が放置されたことにある。表 1 によれば、一時帰
休者と失業者とが、貧困者の 7 割以上を占める。国有企業の改革に基づく人員削減によっ
て 1996 年から 2002 年までの累計で 5500 万人の労働者が、レイオフ者もしくは失業者と
して発生した。 
リストラによる人員の再配置と人員削減は、ミクロ経済の観点からみると、効率と収益
の向上につながる一面がある。他方で、マクロ経済の観点からは、かえって巨大な経済損
失をもたらすことがありうる。米国の経済学者であるオークンのモデルによれば、実際の
失業率が事前失業率を越えると、生産が低下する。つまり、レイオフの多さおよび失業率
の高さにつれて、経済損失が大きくなる。振返ってみれば、1997 年にリストラと失業とに
より発生した損失は、GDP の 5.2%～5.6%に当たる。その後、1998 年は 5.6%～5.7%、1999
年は 5.9%～7.2%、2000 年は 7.4%に達し、ここ数年間は 7%～8％の間と推計される。要す
るに、リストラのピークは過ぎたものの、人的資源の損失がすでに発生してしまったので
ある。上述した国有企業の改革に伴うコストは、事後的には計算できる。ただし、人員削
減による退職者やその家庭にもたらした心理的コストと社会的コストは含まれない。 
第 3 の問題は、連帯保障制度の欠如である。 
生活困難な状態にある都市住民は、失業保険・年金保険・医療保険・一時帰休者の基本
生活保障・都市住民の最低生活保障といった社会保障制度と密接な関係を持つ。これらの
制度は、相互に連結される必要がある。前述した中国の社会保障制度のうち、社会福祉と
社会保険とが上手く機能すれば、社会救済の負担が軽減される。それ故に、全体としての
社会的な負担をどのように軽減するのかは、重要な課題である。 
また、都市部の貧困世帯に対しては、最低生活保障のように現金と現物とを支給するだ
                                                  
11 唐均 1998 年、97 頁 
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けでなく、企業の厚生福利や社会福祉、地域福祉サービスが優先的に供給されなければな
らない。なぜならば、貧困に陥った住民のうち、就業能力のある者が再就職することが、
社会環境を整備するために重要だからである。これに該当する労働者の再就職問題が解決
に向かわない限り、労働力資源が浪費されるだけでなく、莫大な経費を支払わなければな
らない。 
第 4 の問題は、今後に向けた対策である。対策すべき分野としてあげられるのは、基準
の設定、管理・監督体制の確立、資金源の確保である。 
都市住民の最低生活保障条例に関する急務は、具体的な物理指標の設定である。なぜな
らば、各地でさまざまな標準が設定されてしまうと、貧困状況の正確な把握が現在よりも
一層困難になるからである。 
管理・監督体制の確立は、ある意味で設備の創設以上に重要である。なぜならば、対象
となる貧困者に正確な情報が提供されなければ、機能しないからである。それ故に、制度
の創設とその普及とには、大きな意義がある。 
現状における資金源の確保は、主として地方財政と民政部門及び中央政府の資金補助と
に依拠する。しかし、給付金額の低さからみれば、資金源が十分であるとはいえない。な
お、各種の事前募金活動や福利宝くじの収入も貧困者への補塡になりうる。ただし、名目
が多岐にわたる事前募金活動については、留意する必要がある。 
 
終わりに 
 
中国の特色のある社会保障システムの枠組みは、長年の模索と実践との成果として形成
される過程にある。それでも、依然として、社会保障事業の発展には大きな困難が伴う。
これに関して、政策として整備されなければならないのは、以下の 5 項目である。 
第 1 に、社会保障制度の充実によって、国民を安心させなければならない。不安を感じ
る原因は、実効性が十分に担保されていないことにある。それ故に、国民に向けた現状の
説明に加えて、現行制度の着実な実施が重要になる。また、今後の社会安定のためには、
社会的および経済的弱者への更なる保障制度の確立が重要である。 
第 2 に、雇用の維持・創出に係わる社会保障の水準である。十分な水準の社会保障があ
れば、失業者、貧困者は困らない。逆に、失業者と貧困者が増えれば、社会保障に負担が
かかる。中国の場合、体制の転換期にあたって、厳しい雇用失業情勢に直面している。そ
れにもかかわらず、社会保障は十分に整備されていない。社会保障を整備しながら、十分
な雇用を維持・創出することは重要な課題である。勿論、雇用維持できれば、社会保障に
係わる負担は軽減される。 
雇用の維持・創出のために必要なのは、市場・新産業の育成による雇用の創出、個人の
主体能力開発を促進するシステムの整備、就職支援特別対策パッケージの実施等の工夫で
ある。よって、労働者の自発的な転職を阻害しない市場、労働者の能力の向上を促す市場、
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労働力の需給を効率的にマッチングしうる市場がいかに整備するのかが問われる。 
第 3 に、社会保障制度が他の制度に与える影響の改善である。社会保障制度の友好性を
保つことは、社会に平等と安定とをもたらす。これ以外にも、経済の安定と発展とを促進
する役割を担う。 
第 4 に、法制度の整備である。漸進的な改革であればこそ、政府の立法や制度運営との
整合性を保つことに加えて、事後の監督も厳正に行えるような持続可能な改革でなければ
ならない。また、旧制度から新制度への転換にあたっては、激変を緩和する過渡的な対策
を事前に充分に用意することも重要である。 
第 5 に、責任の明確化である。市場経済を導入しつつある中国にとって、市場経済に適
応する社会保障制度の確立が急務である。この目的は、企業と個人の運営責任を拡大する
という意味で、市場化された社会保障制度の整備に合致する。しかし、制度の方向性は一
応定まったが、すでに述べたように、実際の運営においては、様々な問題が生じている。
このうち、旧制度により残された問題もあれば、新制度の不備のために生み出された問題
もある。それ故に、これらの問題に対しても、適切に対処しなければならない。 
また、社会保障は、社会の「安全ネット」と言われているが、この「安全ネット」作り
は、政府、政権党として、大変重要な任務である。社会安定が政権の安定につながるとい
う考え方は、歴史上農民の暴動が起きやすいことを経験した中国にとって大きな意義を持
つ。とりわけ、改革解放後の中国は、経済面では市場経済の軌道にある。このため、社会
の安全ネットに寄与する失業率の引き下げならびに社会保障システムの構築は、今後も重
要な課題である。 
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